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１　所管予算案総括表

（１）一般会計予算額 ［単位：千円］
令和２年度
予算額

令和元年度
予算額

増減額

685,753 594,800 90,953

1,886,348 1,866,859 19,489

72,520 236,710 ▲ 164,190

499,691 556,494 ▲ 56,803

（２）特別会計予算額 ［単位：千円］
令和２年度
予算額

令和元年度
予算額

増減額

13,233,000 14,344,000 ▲ 1,111,000

1,732,000 1,677,000 55,000

13,664,000 13,009,000 655,000

（３）　所管の重点施策 ［単位：千円］

事業名 予算額

予算説明書の事業名 所管課

不妊治療費助成事業 4,398

保健衛生総務に要する経費 健康推進課

巡回支援専門員整備事業 792

母子健康相談・教育に要する
経費

健康推進課

産後ケア事業 4,985

母子健康相談・教育に要する
経費

健康推進課

乳幼児妊婦健康診査事業 92,180

母子健康診査に要する経費 健康推進課

健康診査事業 113,443

健康診査に要する経費 健康推進課

健康寿命延伸事業 15,744

みんなでつくる健幸のまち
べっぷに要する経費

健康推進課

いきいき健幸部

乳幼児の身体発育･精神発達を確認し、
異常や遅滞の早期発見を行うとともに、
必要な保健指導を行います。乳児個別健
診について現在2回を3回に増やします。

病気の予防及び早期発見、早期治療のた
め、各種健診を実施します。

健康増進、疾病予防、介護予防につい
て、一人ひとりが理解を深め、主体的に
取り組めるよう支援することにより、市
民の健康寿命の延伸を図ります。

国民健康保険事業特別会計

介護保険事業特別会計

事業概要

専門的なケアが受けられる施設で宿泊又
は日帰りで母親の身体的・心理的な支援
を行います。

不妊治療を受けている夫婦の経済的負担
の軽減を図るため、治療費の一部を助成
します。

保育所等に発達障害に関する知識を有す
る専門員が巡回し、子どもの発達支援を
行う巡回支援専門員整備事業を実施しま
す。

後期高齢者医療特別会計

課名

健康推進課

保険年金課

介護保険課

スポーツ推進課
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（３）　所管の重点施策 ［単位：千円］

事業名 予算額

予算説明書の事業名 所管課

みんなで健活ポイント事業 21,287

みんなでつくる健幸のまち
べっぷに要する経費

健康推進課

特定健康診査等事業 72,490

特定健康診査等に要する経費 健康推進課

保健指導事業 1,968

保健指導に要する経費 健康推進課

介護保険施設等整備費補助金 53,051

介護保険施設等整備費補助金 介護保険課

権利擁護・成年後見支援セン
ター開設事業

16,892

権利擁護人材育成に要する経
費

介護保険課

地域包括支援センター運営事
業（介護特会）

133,295

地域包括支援センターに要す
る経費

介護保険課

生活支援体制整備事業
（介護特会）

35,537

生活支援体制整備に要する経
費

介護保険課

スポーツキャンプ等誘致推進
事業

14,021

国際スポーツ大会事前キャン
プ等の誘致に要する経費

スポーツ推進課

東京オリンピック・パラリン
ピック関連事業

49,968

国際スポーツ大会事前キャン
プ等の誘致に要する経費

スポーツ推進課

公園テニスコート整備事業 95,464

体育施設整備に要する経費 スポーツ推進課

老朽化した公園テニスコートの整備を行
い、施設の現機能を維持し、安全性と利
便性を確保します。

事業概要

東京2020オリンピック・パラリンピック
の聖火イベントの実施や事前キャンプの
受入、パラスポーツを通じた交流や心の
バリアフリーの促進を図るおもいやりの
街づくり推進事業を行います。

RWC2019で蓄積したキャンプのノウハウ
を活かし、スポーツキャンプを誘致しま
す。

活動量計を配布し、目標設定に対するポ
イント付加を行うことで運動習慣の定着
を図ります。市内に設置した体組成計等
で測定した自身の体の状態を数値化する
ことで、より効果的な運動、食事、睡眠
等の教室参加や、個別保健指導を行いま
す。

メタボリックシンドロームに着目した健
診、特定保健指導を行い、将来の医療費
適正化を行います。

被保険者の健康増進及び医療費適正化を
目的とし、生活習慣病の早期発見・重症
化予防のための各種保健指導事業等を行
います。

第７期介護保険事業計画において定めら
れている施設等を整備する法人に対し
て、助成金を支給します。

認知症高齢者や一人暮らし高齢者が増加
している状況を踏まえ、成年後見制度に
関する相談支援体制の構築、中核機関の
設置準備及び市民後見人の育成を図りま
す。

高齢者の健康の維持と生活の安定のため
の必要な援助・支援を行う地域包括支援
センターの機能充実を図ります。

生活支援コーディネーターと補完組織と
して協議体を設置し、高齢者の社会参加
を促し、住み慣れた地域で暮らしていく
ための体制を整備します。
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 ２　事業概要（一般会計）

款 項 目 事業

04 01 01 0310 保健衛生総務に要する経費

款 項 目 事業

04 01 01 1113 湯のまち別府健康２１計画策定に要する経費

その他 一般財源

【事業の目的】
　市民の健康増進を図り、地域医療及び公衆衛生等に係る各種保健事業を総合的に推進するた
め、関係機関への補助等を行います。また、不妊治療費や骨髄移植ドナー等への助成を行いま
す。

【事業内容】
　①　事故調査会に係る報酬及び旅費　　　　　　　　　　　　　　　　 22千円
　②　職員研修　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 46千円
  ③　公用車の車検費用、燃料費等　　　　 　　　　　　　　　　　　 239千円
　④　救急箱薬品購入のための医薬材料費　　　　　　　　　　　　　 　17千円
　⑤　ネットワーク回線使用料　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　14千円
　⑥　不妊治療費助成金等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4,398千円
　⑦　骨髄移植ドナー等支援事業助成金　　　　　　　　　　　　　　  140千円
　⑧　関係機関への負担金及び補助金等
　　　・市町村保健活動研究協議会年会費　　　　                     67千円
　　　・別府地域保健委員会補助金　　　 　　　                     650千円
　　　・別府食品衛生協会負担金　　　　　　                      　180千円

所管課

健康推進課

事業名称

その他 一般財源

5,668

国県支出金

105

【事業の目的】
　市民が健やかで心豊かに生活できる活力のある地域とするため「健康寿命の延伸、生活の質
の向上、壮年期死亡の減少」を実現できるよう、データの分析及び他機関との連携のとれた効
果的な取組について計画を立案していきます。なお、この計画は食育推進計画、地産地消計画
を包括しています。

【事業内容】
　①計画策定委員会等謝礼金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3,587千円
　市民実態調査アンケート作成、調査しデータの集計及び分析を行う。

予算額

5,773

地方債

事業名称 所管課

3,587 3,587

健康推進課

予算額 国県支出金 地方債
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 ２　事業概要（一般会計）

款 項 目 事業

04 01 02 0311 緊急医療に要する経費

款 項 目 事業

04 01 02 0870

【事業の目的】
　小児慢性特定疾患児に対し日常生活用具を給付することにより日常生活の便宜を図ります。

【事業内容】
①　小児慢性特定疾患児日常生活用具給付事業　　171千円
　小児慢性特定疾患児（児童福祉法）に対する施策及び障害者自立支援法による施策の対象と
ならない方で、在宅療養している小児慢性特定疾患児に対し日常生活用具普及事業を行いま
す。

事業名称 所管課

健康推進課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

小児慢性特定疾患児日常生活用具給付に要する経費

171 85 86

【事業の目的】
　医師会、歯科医師会、薬剤師会などの関係機関と協力し、休日及び夜間における初期救急医
療や、重症救急患者の医療の確保を図ります。

【事業内容】
①　休日在宅当番医制事業　　　　　　 4,547千円
　休日の救急患者の医療を確保するため、在宅当番医制による休日初期救急医療を実施しま
す。

②　第二次救急医療輪番制病院事業　　27,988千円
　休日及び夜間における重症救急患者の医療の確保を図るため、病院輪番制による第二次救急
医療を実施します。

③　休日等歯科診療事業　　　　　　   3,778千円
　休日の歯科診療及び心身障がい者に対する歯科診療を実施します。

④　小児救急医療支援事業　　　　　  12,018千円
　夜間の小児の救急医療を確保するための小児初期救急医療（夜間こども診療・薬局）及び、
休日・夜間における入院治療を必要とする小児救急患者の医療を確保するための第二次小児救
急医療を実施します。

事業名称 所管課

健康推進課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

48,331 3,701 13,830 30,800
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 ２　事業概要（一般会計）

款 項 目 事業

04 01 03 0318 予防接種に要する経費

款 項 目 事業

04 01 04 0857

【事業の目的】
　妊娠期から子育て期を通してあらゆる相談ができ、様々な情報が得られるよう子育て世代包
括支援センターを設置し、親及び乳幼児の健康の保持増進に努めます。育児に関する基本的な
知識の普及や親同士の交流の場を設け、育児力を高めるとともに、相談や指導助言を行うこと
により、育児不安の軽減を図ります。

【事業内容】
①　育児教室、相談会及び訪問事業　　　1,788千円
　育児相談会、発達相談会、離乳食講習会や赤ちゃん訪問等を実施、知識の普及や相談、指導
助言等により、育児力の向上とともに育児不安の軽減を図ります。
　
②　育児等保健指導事業　　　　　　　　2,018千円
　妊娠後期から産後までの間に、産科医からの紹介で、妊産婦が小児科を訪れ、育児に関する
保健指導や相談を受ける機会を提供することにより、妊産婦の育児不安の解消を図るととも
に、子どものかかりつけ医を確保します。

③　産後ケア事業　　　　　　　　　　　4,985千円
　母子に対して、母親の身体回復と心理的な安静を促進するとともに母親自身のセルフケア能
力を育み母親が健やかな育児ができるよう支援するために、専門的なケアが受けられる施設で
宿泊又は日帰りで母親の身体的・心理的な支援を行います。

④　巡回支援専門員整備事業　　　　　792千円
　保育所等に発達障害に関する知識を有する専門員が巡回し、職員に対し、障害の早期発見、
早期対応のための助言等を行い、子どもの育ちを支援します。

事業名称 所管課

母子健康相談・教育に要する経費 健康推進課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

9,583 3,395 223 5,965

事業名称 所管課

健康推進課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

【事業の目的】
　伝染する恐れのある疾病の発生や蔓延を防止するため、別府市医師会、各種医療機関の協力
を得て予防接種を実施し、公衆衛生の向上を図ります。

【事業内容】
①　予防接種事業　　　337,981千円
  四種混合（ポリオ、ジフテリア、破傷風、百日咳）、二種混合（ジフテリア、破傷風）、Ｍ
Ｒ（麻しん、風しん）、日本脳炎、ＢＣＧ、ヒブ、小児用肺炎球菌、子宮頸がん、水痘、Ｂ型
肝炎、高齢者肺炎球菌、インフルエンザ及び風しん（第5期）等の疾病の発生及び蔓延の防止
のために定期予防接種を実施します。
　更に、任意の予防接種について、おたふくかぜ、成人の風しん予防接種費用の一部を助成し
ます。
　また、クーポンの送付、接種勧奨（電話かけ、通知）等により、予防接種の必要性の周知
や、接種率向上への啓発を図るとともに、市内在住者が県外で予防接種を受けた場合には、対
象の負担額について助成します。

337,981 11,332 326,649
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 ２　事業概要（一般会計）

款 項 目 事業

04 01 04 0995 母子健康診査に要する経費

款 項 目 事業

04 01 04 1156

【事業の目的】
　からだの発達が未熟なまま出生した新生児には、生後すみやかに適切に処置を講ずる必要が
あります。そのため、医療を必要とする未熟児に対し養育に必要な医療の給付を行います。

【事業内容】
①　未熟児養育医療給付事業　　　7,530千円
　指定養育医療機関の医師が入院療育を必要と認めた未熟児に対し、母子保健法に基づく医療
の給付を行います。

事業名称 所管課

未熟児養育医療助成に要する経費 健康推進課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

7,530 4,590 1,390 1,550

【事業の目的】
　妊婦の健康状態、乳幼児の身体発育・精神発達を確認し、異常や遅滞の早期発見を行うとと
もに、必要な育児保健指導を行い、妊婦・乳幼児の健康保持・促進を図ります。

【事業内容】
①　乳幼児・妊婦健康診査事業　　　 92,180千円
　妊婦健診、乳幼児健診を実施し、身体発育・精神発達を確認し、異常や遅滞の早期発見を行
うとともに、必要な保健指導を実施します。また、今年度から乳児個別健診を2回から3回に増
加します。

②　児童生徒に対する健康診査事業　　9,204千円
　小学4年生及び中学2年生を対象とした児童生徒の生活習慣病予防健診を実施します。
　また、中学2年生対象の健診では、同時にピロリ菌検査を実施するとともに、陽性者には除
菌治療にかかる費用の助成を行います。

事業名称 所管課

健康推進課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

101,384 101,384
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 ２　事業概要（一般会計）

款 項 目 事業

04 01 05 0328 健康診査に要する経費

款 項 目 事業

04 01 05 0996

【事業の目的】
　生活習慣病の予防・健康増進に関する正しい知識の普及により、健康に対する認識と自覚を
高め、青壮年期からの健康保持・増進を図ります。

【事業内容】
①　健康教育事業　　　　738千円
　生活習慣病の改善や健康増進の正しい知識の普及のため、温泉を活用した湯中運動教室、生
活習慣改善プログラム等の実施や、地域住民の主体的な健康づくりの意識を高められるよう地
区組織育成支援事業を実施します。

②　健康相談事業　　　　29千円
　心身の健康に関する相談に応じ適切な保健指導を行うため、老人クラブ等の依頼により会場
に赴き、保健相談等を実施します。

③　訪問指導事業　　　　86千円
　各種健診の要指導・要治療者等に対して自宅訪問し適切な保健指導を行います。

事業名称 所管課

健康教育・相談等に要する経費 健康推進課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

853 536 72 245

【事業の目的】
  疾病の予防対策の一環として、健康増進法に基づく健康診査やがん検診を実施し、生活習慣
病の予防、がんやその他の疾病の早期発見、早期治療、保健指導を行うとともに、日常の健康
管理意識の向上を図ります。

 【事業内容】
①　健康診査事業　　　113,443千円
  生活習慣病予防や、がんの早期発見を図り、疾病を予防するため生活習慣病健診、胃がん検
診、大腸がん検診、肺がん検診、子宮頸がん検診、乳がん検診、前立腺がん検診、骨そしょう
症検診、肝炎ウィルス検診の各種健診を実施します。

事業名称 所管課

健康推進課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

113,443 5,251 108,192
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 ２　事業概要（一般会計）

款 項 目 事業

04 01 05 1091 精神保健に要する経費

【事業の目的】
　予防できる死である自殺の対策について、正しい知識の普及・啓発を行い、心の健康の保
持・増進を図ります。

【事業内容】
①　人材育成事業　　　　  　 17千円
　自殺対策計画策定推進委員の所属する団体等を通して所属員等にゲートキーパー研修会を実
施します。

②　普及啓発事業　　　　　　182千円
　一般市民を対象とした普及啓発活動を実施します。

③　対面型相談支援事業　　　424千円
　心理療法が必要とされる市民に対し心理相談を実施します。

④　若年層対策事業　　　  　 32千円
　市内小中学校の生徒を対象に臨床心理士によるストレス対処法の講演を行います。

⑤　自殺対策計画策定事業   　49千円
　別府市の自殺の現状を調査し、それを踏まえて有識者や関係機関、市民の代表との協議の
上、自殺対策計画を策定します。

事業名称 所管課

健康推進課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

704 363 341
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 ２　事業概要（一般会計）

款 項 目 事業

04 01 05 1307

【事業の目的】
　今後の平均寿命の延伸に伴い、健康寿命との差が拡大すれば、医療費や介護給付費用を消費
する期間が増大することになります。疾病予防と健康増進、介護予防などによって、平均寿命
と健康寿命の差を短縮することにより、個人の生活の質の低下を防ぐとともに、社会保障費負
担の軽減を図ります。

【事業内容】
①　最先端技術を活用した健康増進　　 1,580千円
　ヘルスケアロボットを活用することで、腰部負荷軽減を図り、体幹トレーニング、フィット
ネストレーニングを組み合わせて身体活動の基本となる体幹部を鍛えます。実施個所を増や
し、日中、夜間の対応を図ります。

②　ノルディックウォークの普及　　　 4,297千円
　健康増進・運動習慣の定着を目的にノルディックウォークを推進いたします。老人クラブ、
地区組織、防災訓練など市民への広がりを見せており、生活の様々な場面で活用できることを
理解してもらい普及と、継続を図る。

③　生活習慣病予防市民講座　　　　　　 405千円
　生活習慣病の予防のため、一人ひとりが健康づくりに対し関心・意識を高め、生活習慣の改
善や特定健診の受診等を推進するため、市民公開講座を行います。

④　働き盛り世代生活習慣改善プラン　 1,790千円
　働き盛り世代の健康無関心層に加え、関心を持っている事業所従業員に対して、生活習慣の
意識改革や改善を図ることを目的としたプランを実施します。

⑤　みんなで健活ポイント事業　　　　21,287千円
　活動量計を配布し、目標設定に対するポイント付加を行うことで運動習慣の定着を図りま
す。市内に設置した体組成計で測定した自身の体の状態を数値化することで、より効果的な運
動、食事、睡眠等の教室参加や、個別保健指導を行います。

⑥　ゆったりストレッチ教室　　　　　 7,672千円
　各地区体育館等で市民を対象にストレッチ教室を行い健康増進を図ります。

事業名称 所管課

みんなでつくる健幸のまちべっぷに要する経費 健康推進課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

37,031 10,778 26,253

9



 ２　事業概要（一般会計）

款 項 目 事業

04 01 05 1337 多世代交流健康増進複合施設に要する経費

款 項 目 事業

04 01 08 1103

【事業の目的】
　別府市保健センターを、すべての市民の健康づくりの拠点と位置付け、健康づくりを支援す
る体制や、環境を整備し、市民の健康保持・増進を図ります。

【事業内容】
①　保健センター管理運営事業　　　12,876千円
　各種健康診査、健康相談、健康教育等保健事業部門及び、夜間こども診療や休日歯科診療等
の診療部門において、事業を実施するために必要な保健センターの維持、運営を行います。

事業名称 所管課

保健センター管理運営に要する経費 健康推進課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

12,876 2,589 10,287

　
【事業の目的】
　周辺の公共施設の複合化を図りつつ、南部地区における「魅力的な住環境の形成」と「健康
づくりや交流」に資するまちづくりの中核を担う拠点を形成する施設の整備を目的とする。

【事業内容】
①　多世代交流健康増進複合施設開設事業　　　6,506千円
　旧南小学校跡地を活用し、南部地区に「魅力的な住環境の形成」、「健康づくりの向上」及
び「多世代の交流」に資するまちづくりの中核を担うコミュニティの拠点として、子育てと健
康増進を融合した「多世代交流健康増進複合型施設」を開設します。
  市民の健康づくりや、地域住民の交流のために、各種運動教室、健康教室（食事・禁煙）等
を実施するため、それに伴う備品及び消耗品を購入します。

事業名称 所管課

健康推進課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

6,506 4,668 1,838
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 ２　事業概要（一般会計）

款 項 目 事業

03 01 05 0260 基礎年金事務に要する経費

款 項 目 事業

03 02 06 1038 後期高齢者医療に要する経費

【事業の目的】
　大分県後期高齢者医療広域連合に対し、療養給付費及び事務費の市負担金の支払いを行いま
す。また、被保険者に対し、はり・きゅう・マッサージ施術費の補助を行います。
 
【事業内容】
①療養給付費負担金　1,781,089千円
　被保険者が医療機関で受診した一部負担金を除く法定給付分のうち、市町村負担分（被保険
者の保険給付費額の１／１２)を後期高齢者医療広域連合に支払うものです。

　平成30年度実績　1,656,330千円（確定額1,626,109千円）

②はり・きゅう・マッサージ施術費補助金　20,792千円
　被保険者の健康増進のため、はり・きゅう・マッサージ施術のための補助を行います。
　一人ひと月あたり４枚の利用券を交付し、一枚につき１，１００円を補助します。

　平成30年度実績　17,930千円

事業名称 所管課

保険年金課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

1,885,878 6,500 1,879,378

【事業の目的と概要】
　相互扶助を原則とする拠出年金制度を保持し、加入者の年金受給権の確保をサポートする事
業です。また、法定受託事務として国民年金加入者や受給者の各種届出を受理し処理します。

【対象者】
　国民年金加入者及び受給者

【予算内訳】
　旅費　　　　　　　　　 75千円
　需用費　　　　　　　　297千円
　役務費　　　　　　　　 90千円
　負担金補助及び交付金　　8千円

【実績等】
　平成30年度実績　　①来訪相談件数：4,090件
　　　　　　　　　　②電話相談件数：2,431件
　　　　　　　　　　③文書相談件数：　　5件

事業名称 所管課

保険年金課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

470 470
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  ２　事業概要（特別会計）

所管課

【歳入歳出予算】

款 款

01 国民健康保険税 01 総務費

02 一部負担金 02 保険給付費

03 使用料及び手数料 03

04 県支出金 04 保健事業費

05 財産収入 05 基金積立金

06 繰入金 06 公債費

07 繰越金 07 諸支出金

08 諸収入 08 予備費

①保険給付費　　　9,565,771千円
被保険者が病気やけがにより医療機関を受診したり、出産や亡くなった場合などに、

一部負担金を除く法定の保険給付を行います。

平成30年度実績　9,820,279千円

②国民健康保険事業費納付金　　　3,205,594千円
平成３０年度の国保運営の都道府県化に伴い新たに創設され、保険給付費やその他国

保事業に要する費用の財源として各市町村から県に納付するものです。その後、各市町
村の請求に基づいて県から保険給付費の全額が交付されます。

平成30年度実績　3,593,770千円

③保健事業費　　　111,629千円
健康の保持増進や将来的な保険給付費の抑制を目的として実施するもので、被保険者

が医療機関等を受診した際のレセプトデータや健康診査情報などを専門職が活用し、重
症化予防や進行遅延などに取り組みます。

平成30年度実績　113,003千円

34,108 30,000

歳入　計 13,233,000 歳出　計 13,233,000

941 941

1,574,067 1,000

1 13,514

9,810,667 111,629

特別会計名 国民健康保険事業特別会計 保険年金課

予算額 予算額

1,810,514 304,551

2 9,565,771

2,700 国民健康保険事業費納付金 3,205,594
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  ２　事業概要（特別会計）

所管課

【歳入歳出予算】

款 款

01 後期高齢者医療保険料 01 総務費

02 使用料及び手数料 02

03 繰入金 03 諸支出金

04 繰越金 04 予備費

05 諸収入

①総務費 19,225千円
　後期高齢者医療保険料を徴収するために必要な消耗品・印刷製本費等を支出するもの
です。令和３年度からのコンビニ収納やスマホ決済の開始に向けた費用を新たに計上し
ています。

平成30年度実績　8,912千円

②後期高齢者医療広域連合納付金　1,700,075千円
市町村が被保険者から徴収した後期高齢者医療保険料を後期高齢者医療広域連合に納

付するものです。

平成30年度実績　1,593,753千円

歳入　計 1,732,000 歳出　計 1,732,000

1 10,000

2,705

423,312 2,700

特別会計名 後期高齢者医療特別会計 保険年金課

予算額 予算額

1,305,652 19,225

330 後期高齢者医療広域連合納付金 1,700,075
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 ２　事業概要（一般会計）

款 項 目 事業

03 02 03 1084 介護保険施設等整備費補助金

款 項 目 事業

03 02 04 0825 障害者特別対策に要する経費

【事業の目的】
　　介護保険法の施行に伴い、従来のホームヘルプサービスを受けている障がい者に対して利
　用者負担を軽減します。

【事業内容】
　　審査支払手数料 1千円
　　障害者特別対策事業費負担金　 55千円

事業名称 所管課

介護保険課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

56 40 16

【事業の目的】
　　第７期介護保険事業計画（平成３０年度～令和２年度）において定められている施設を整
　備、または介護療養型医療施設等から介護医療院へ転換をする法人に対して、助成金を支
　給します。

【事業内容】
　　助成金対象施設の種別及び第7期期間中の整備目標数（令和2年度予算計上分）

①小規模多機能型居宅介護　　　　　　 1か所
②認知症対応型通所介護　　　　　　　 1か所

事業名称 所管課

介護保険課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

53,051 53,051 0
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 ２　事業概要（一般会計）

款 項 目 事業

03 02 04 0853 社会福祉法人利用者負担軽減に要する経費

款 項 目 事業

03 02 04 1210 介護人材確保・育成支援に要する経費

【事業の目的】
　　今後深刻化する介護分野の人材不足を緩和するため、新規従事者を増やし、離職者を減ら
　すことが求められています。
　　そこで、介護に従事する現任者研修や介護従事者が誇りをもって業務を行えるような訪問
　授業を行うことで、将来の介護事業所での人材確保につなげることを目的とします。

【事業内容】
①「福祉・介護」訪問授業事業
介護福祉士の養成校に委託し、市内の中学校に本事業の趣旨と概要を知らせ、協力してい

　ただける学校を募り、養成校の先生が各学校を訪問し、授業を行います。
　　福祉・介護訪問授業委託料　　460千円

②介護職員現任者等研修事業
介護福祉士の養成校に委託し、介護職に携わっている方を対象に、介護の知識と技術の両

　面をもった研修を行います。
　　介護職員現任者研修委託料　　1,028千円

事業名称 所管課

介護保険課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

1,535 1,535

【事業の目的】
　　低所得者に対して社会福祉法人等を利用する際の利用者負担を軽減することにより、介護
　保険制度の利用を促進することを目的とします。

【事業内容】
　　介護保険利用者で低所得者に対して社会福祉法人が減免措置を行った場合、その一部に対
　して助成を行います。
　　［対象者見込数］　18人

事業名称 所管課

介護保険課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

986 739 247
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 ２　事業概要（一般会計）

款 項 目 事業

03 02 04 1314 権利擁護人材育成に要する経費

【事業の目的】
　　誰もが住み慣れた地域で、自分らしく安心して暮らせる地域づくりを目指すため、認知
　症、精神障害等により判断能力が不十分な人が成年後見制度を適切に利用出来るしくみづ
　くりを進めるとともに、地域福祉の観点から市民が後見事務の新たな担い手として活動で
　きるように支援し、また、その中核となる中核機関の設置を進めることで、地域における
　権利擁護の推進を図ることを目的としています。

【事業内容】
　　認知症高齢者や一人暮らし高齢者が増加している状況を踏まえ、成年後見制度に関する
　相談支援体制の構築、中核機関の設置準備及び市民後見人の育成を図ります。
　　・権利擁護人材育成支援業務委託料　　16,892千円

事業名称 所管課

介護保険課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

16,892 3,524 13,368
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  ２　事業概要（特別会計）

所管課

【歳入歳出予算】 [単位：千円]

款 款

01 保険料 01 総務費

02 使用料及び手数料 02 保険給付費

03 国庫支出金 03 財政安定化基金拠出金

04 支払基金交付金 04 地域支援事業費

05 県支出金 05 基金積立金

06 財産収入 06 公債費

07 繰入金 07 諸支出金

08 繰越金 08 予備費

09 諸収入

【事業内容】

参考資料 P18

①介護保険給付費　　　12,701,853千円
要支援・要介護認定を受けた者が、居宅や施設で各種介護サービスを受けた場合に保

　険給付を行います。

②地域包括支援センター運営事業　　　133,295千円
高齢者の健康の維持と生活の安定のための必要な援助・支援を行う地域包括支援セン

ターの機能充実を図ります。

③生活支援体制整備事業　　　　35,537千円
第１層生活支援コーディネーター（市全体）及び第２層生活支援コーディネーター

　（地域包括の７圏域）の配置とそれぞれを補完する組織として協議体を設置し、地域特
　性に合致したサービスを創出することにより、高齢者の多様な日常生活上の支援体制の
　充実・強化及び社会参加の推進を一体的に図ることを目的として高齢者が住みなれた地
　域で暮らしていけるよう支援します。

④認知症総合支援事業　　　　15,914千円
認知症になっても安心して暮らしていける地域の体制を構築するため、「介護・医療

・地域支援・権利擁護・若年性認知症」の５分野についての包括的な支援を実施しま
す。

1 33,000

7

歳入　計 13,664,000 歳出　計 13,664,000

1,901,195 1,838

1,838 963

2,504,033 3,339

792 12,701,853

3,441,492 1

3,529,867 615,984

2,284,775 307,022

特別会計名 介護保険事業特別会計 介護保険課

予算額 予算額
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令和２年度　介護保険事業特別会計の概要【介護保険課】

１　予算額の推移

平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度

当初予算額 11,636,000 11,592,000 12,411,000 13,009,000 13,664,000

増　減　額 △ 73,000 △ 44,000 819,000 598,000 655,000

前年度対比 △0.6% △0.4% 7.1% 4.8% 5.0%

２　歳入・歳出の内訳

（１）歳　　　入

令和2年度 平成31年度 増減額 前年度対比

介護保険料 2,284,775 2,361,041 △ 76,266 △3.2%

国庫支出金 3,441,492 3,272,100 169,392 5.2%

支払基金交付金 3,529,867 3,366,242 163,625 4.9%

県支出金 1,901,195 1,819,623 81,572 4.5%

繰入金（一般会計） 2,137,470 1,963,261 174,209 8.9%

繰入金（基金） 366,563 223,987 142,576 63.7%

その他 2,638 2,746 △ 108 △3.9%

13,664,000 13,009,000 655,000 5.0%

（２）歳 出

令和2年度 平成31年度 増減額 前年度対比

総務費 307,022 263,281 43,741 16.6%

保険給付費 12,701,853 12,074,837 627,016 5.2%

地域支援事業費 615,984 635,098 △ 19,114 △3.0%

公債費 963 767 196 25.6%

基金積立金 1,838 1,788 50 2.8%

その他 3,340 3,229 111 3.4%

予備費 33,000 30,000 3,000 10.0%

13,664,000 13,009,000 655,000 5.0%

３　一般会計繰入金の内訳

令和2年度 平成31年度 増減額 前年度対比

介護給付費繰入金 1,587,731 1,509,354 78,377 5.2%

46,466 49,090 △ 2,624 △5.3%

地域支援事業（包括任意） 47,017 46,657 360 0.8%

職員給与費等繰入金 112,813 119,627 △ 6,814 △5.7%

事務費繰入金 105,781 100,792 4,989 4.9%

237,662 137,741 99,921 72.5%

2,137,470 1,963,261 174,209 8.9%

４　介護給付費の内訳
令和2年度 平成31年度 増減額 前年度対比

介護サービス等諸費 11,613,300 11,066,441 546,859 4.9%

276,075 291,391 △ 15,316 △5.3%

その他諸費 13,703 13,007 696 5.4%

高額介護サービス等費 366,852 302,626 64,226 21.2%

51,041 42,411 8,630 20.3%

380,882 358,961 21,921 6.1%

12,701,853 12,074,837 627,016 5.2%

高額医療合算介護サービス費等

特定入居者介護サービス等費

合 計

項   目

地域支援事業（介護予防・総合事業）

低所得者保険料軽減繰入金

合 計

項   目

介護予防サービス等諸費

項   目

合 計

項   目

合 計
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 ２　事業概要（一般会計）

款 項 目 事業

08 01 03 0655 湯けむり健康マラソン大会に要する経費

款 項 目 事業

11 06 01 0652 スポーツ推進委員等に要する経費

1,000 1,000

【事業の目的】
　マラソン・ウォークを通じて別府の観光浮揚を図るとともに、市民の健康づくりを目的とし
ます。
【事業内容】
　湯けむり健康マラソン大会事業費補助金　1,000千円
　別府湯けむり健康マラソン・ウォーク大会実行委員会に対する大会運営費の補助金を計上し
ます。

事業名称 所管課

スポーツ推進課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

1,327 25 1,302

【事業の目的】
　スポーツ推進委員の資質向上や、別府市におけるスポーツの推進を図ります。

【事業内容】
　スポーツ推進委員　40名（学識経験者、女性登用推進、各地区体育協会から推薦）
　任期は2年で様々なスポーツ行事への協力依頼をしています。
　別府地区スポーツ推進委員協議会研修会、大分県・九州・全国の各スポーツ推進委員研究
  大会への参加をはじめ、別大マラソン大会などスポーツ行事への協力など市内スポーツ行
  事へ積極的に関っています。
　
  ①報酬　  　　　　　　　　600千円　スポーツ推進員の活動報酬
  ②旅費　　                496千円　全国・九州地区研究大会への参加旅費
  ③役務費          　   　　74千円　スポーツ推進委員のスポーツ安全保険料
  ④負担金補助及び交付金　　157千円　各種大会出席負担金、各スポーツ推進委員協議会加
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 盟負担金

事業名称 所管課

スポーツ推進課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源
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 ２　事業概要（一般会計）

款 項 目 事業

11 06 01 0861 スポーツ推進に要する経費

款 項 目 事業

11 06 01 1246

63,989 16,335 47,654

【事業の目的】
　ラグビーワールドカップ２０１９のレガシーとして、スポーツチームのキャンプ誘致を行い
ます。また、令和２年度に開催される東京２０２０オリンピック・パラリンピック関連事業を
行います。

【事業内容】
①スポーツキャンプ等誘致推進事業　14,021千円
　ＲＷＣ２０１９で蓄積したキャンプのノウハウを活かし、スポーツキャンプを誘致します。
②東京オリンピック・パラリンピック関連事業　49,968千円
　東京２０２０オリンピック・パラリンピックの聖火イベントの実施や事前キャンプの受入、
パラスポーツを通じた交流や、心のバリアフリーの促進を図るおもいやりの街づくり推進事業
を行います。

事業名称 所管課

国際スポーツ大会事前キャンプ等の誘致に要する経費 スポーツ推進課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

603 603

【事業の目的】
　スポーツ推進課の事務を円滑に行います。
　
【事業内容】
　①需用費 　　　  466千円　コピーカウント料、別府スポーツ施設案内パンフレット等
　②役務費　　　　 137千円　後納郵便料

事業名称 所管課

スポーツ推進課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源
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 ２　事業概要（一般会計）

款 項 目 事業

11 06 02 0656 体育施設管理運営に要する経費

款 項 目 事業

11 06 02 0657 体育施設整備に要する経費

165,347 79,400 30,000 55,947

【事業の目的】
　市内の各市営の体育施設改修により、安心かつ快適に利用できる施設を提供します。
 
【事業内容】
  ①需用費　 　　6,587千円　各体育施設の消耗品費、修繕料
  ②委託料　 　　4,426千円　旧ヨット艇庫解体工事に係る補償調査委託業務、
　　　　　　　　　　　　　  公園テニスコート改修に伴う測量設計委託業務ほか
  ③賃借料 　　 10,647千円　実相寺サッカー競技場人工芝借上料、
　　　　　　　　　　　　　  青山プールコンピュータシステム借上料
  ④工事請負費 142,408千円　旧ヨット艇庫解体外工事、野口原総合運動場ソフトボール場
　　　　　　　　　　　　  　防球ネット設置工事、市民体育館消火設備更新工事、
　　　　　　　　　　　　  　公園テニスコート改修工事ほか
  ⑤備品購入費　 1,279千円　バレー支柱カバー、会議用テーブル等購入費
　

事業名称 所管課

スポーツ推進課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

223,129 398 222,731

【事業の目的】
　施設利用者によりよく利用しやすいスポーツ活動の場を提供します。
　
【事業内容】
  ①需用費　  　　　　 34千円  　体育施設の消耗品費、電気代
  ②役務費　  　　　   90千円　　体育施設の電話回線使用料、水質検査料
  ③委託料　　　　222,992千円  　各種体育施設の指定管理料、警備委託料、清掃委託料、
                                 草刈委託料、樹木伐採委託料、植栽管理委託料、
                                 公共建築物定期点検委託料等
  ④負担金補助及び交付金
　　　　　　　　　　   13千円  　日本パークゴルフ協会負担金

事業名称 所管課

スポーツ推進課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源
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 ２　事業概要（一般会計）

款 項 目 事業

11 06 02 1333

款 項 目 事業

11 06 03 0661 体育振興に要する経費

20,808 19,113 1,695

【事業の内容】
　スポーツツーリズムと市民の健康増進を図ります。

【事業内容】
　非常勤職員報酬等　11,506千円
　　スポーツ指導員４名がトレーニング機器の使い方や、トレーニング方法などの指導を
　行います。
　
　講師等謝礼金　3,360千円
　　ヨガや筋力トレーニングのプログラム講師の謝礼金を支払います。
　
　ジム運営経費　5,942千円
　　光熱水費、通信運搬費等の諸経費を計上します。

事業名称 所管課

ハイパフォーマンスジム別府管理運営に要する経費 スポーツ推進課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

23,488 61 23,427

【事業の目的】
　各種大会や団体に補助することにより、市のスポーツレベルの向上と市民のスポーツに
　対する関心を高め、団体の活動基盤の強化を図ります。
　
【事業内容】
　①報酬　 　　    147千円　スポーツ推進審議会会員報酬
　②報償費　 　　　181千円　キッズスポーツ教室講師謝礼金、
　　　　　　　　　　　　  　別大毎日マラソン招待選手及び入賞者への記念品代
　③需用費 　　　　 40千円　スポーツ功労賞表彰者用賞状
　④役務費 　　　　 15千円　キッズスポーツ教室損害保険料
　⑤負担金補助及び交付金
　　　　　　　  23,105千円　大分県体育施設協会、別大毎日マラソン大会負担金等
　

事業名称 所管課

スポーツ推進課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源
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